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わが国には約 350 万人の肝炎ウイルスキャリアがいると推定され、ウイルス肝炎は国内最大
の感染症であると記述されている（肝炎対策基本法前文）一方で、いまだ肝炎検診を受けて
いないため、自身が肝炎ウイルスに感染していることを知らずに社会に潜在しているキャリ
アが約 170 万人）存在するとの報告もある。平成 23 年度肝炎検査受検状況実態把握事業報
告書によると、肝炎検診の受検経路として、最も期待された保健所での無料検診は 6％程度
ときわめて低率にとどまり、いわゆる職域検診は 17.1％であった。さらなる問題として、非
専門科医師の認識不足、院内連携の欠如のために、肝炎検査陽性者が適切な治療に結びつい
ていない現状(国立病院機構肝疾患ネットワークでのアンケート調査結果)がある。本研究で
は、職域等を含めた肝炎検診陽性者を効率的に専門医療機関への受診を勧奨し、自治体・病
院・検診機関・保険者の状況を考慮したフォローアップシステムを構築・問題点を抽出後、
マニュアル化し肝炎診療連携拠点病院のネットワークをいかし、全国展開を推進することを
目的とする。 

A. 研究目的 
ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づけ
され、約 350 万人のキャリアが存在すると推定
されている。平成 14 年度から行われた老人保
健法（現在健康増進法）で主に国民保険加入者
を対象者として開始された市町村主体の肝炎
ウイルス検査受検率は約 20%に留まり、未だに
約 77 万人が未受検、更に約 53～120 万人が陽
性と知りながら受診していないと推測されて
いる。平成 26 年に重症化予防事業の一貫とし
て、自治体主体で行われる肝炎ウイルス検診
（検査）陽性者を専門医へ受診させ、受療や継
続受診をされるフォローアップ事業が開始、初
回精密検査費用の無料化、定期検査助成にて医
療費を補助することで、肝炎ウイルス陽性者を
長期間 follow up するように努めているが、医
療従事者の検査助成制度の非認識、手続きの煩
雑さ等で 十分に利用されているとはいえな
い。 
本研究では、職域等を含めた肝炎検診陽性者
を効率的に専門医療機関への受診を勧奨し、自
治体・病院・検診機関・保険者の状況を考慮し
たフォローアップシステムを構築・問題点を抽
出後、マニュアル化し肝炎診療連携拠点病院の
ネットワークをいかし、全国展開を推進するこ
とを目的とする。 
 

B. 研究方法 

平成 26 年～28 年の 3 年間、自治体(調査票

による follow up・リーフレットによる受診勧

奨)や病院(電子カルテアラート)に対応したフ

ォローアップシステムの構築と展開、職域での

肝炎ウイルス検査促進を行ってきた。この先行

研究により陽性者の受診・受療率の上昇が確認

された一方で、各システムに反応しない陽性

者・医師が存在することが明らかになっており、

研究期間内でその解決策を自治体・病院でアン

ケート調査、ソーシャルマーケティング手法、

指標班（考藤班）、コーディネーター班（江口

班）らと連携を取りながら問題点の解析と介入

を行い、システムの効果検証を行う。また職域

肝炎ウイルス検査陽性者に対するファローア

ップシステムが確立しておらず、健診機関や保

険者と連携し、職域用のシステム構築・実用化

を目指す。更に産業医・公衆衛生の専門家、ま

た労災疾病臨床研究事業研究班(中村班)とと

もに「働きながら治療できる」ことを周知・サ

ポートする病院内両立支援チームがフォロー

アップシステムを促進させる要因となる可能

性を拠点病院・専門医療機関で検討する。 
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具体的には以下の５つのパートに分かれ調査・ 

解析結果を積み上げていく 

1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 

2. 院内非専門医介入班 

3. 院外非専門医介入班 

4. 自治体 follow up 調査班 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

 

C. 研究結果 

1.職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 

約 3,000 万人が加入する我が国最大の保険者

である協会けんぽでは、612 円の自己負担(協

会けんぽが 1,428 円を負担)で肝炎ウイルス検

査を受診可能な option を有するも、その受検

率は年 1%前後であった。研究班で受検勧奨リ

ーフレットも文字数が多い事に着目し、簡易リ

ーフレットを作成、運輸業 S事業所で同リーフ

レットを検診者本人に配布、さらに無料検査群

を加えて比較検討したところ、受検率は 21%→

37%→85%と有意に上昇し、健診案内に簡易リー

フレットの個別勧奨のよる「ついで」効果と無

料化の有効性を確認した。 

次にF支部で同様に簡易リーフレットを約150

の健診医療機関より個別に配布（約 80 万人）

したところ、受検率 12％、昨年度の比較し約

10 倍に上昇し、10 健診機関で無料検査にした

ところ更に上昇した。(下図) 

 
117 名の陽性者が確認され、3ヶ月後にレセプ

ト病名、腹部超音波検,HBVDNA,HCVRNA 検査に

て受診の有無を判定し、非受診に対して受診勧

奨を行ったところ、その 3ヶ月後には約 60%に

受診が確認された。 

 

  協会けんぽがoptionにしている検査を利用

してコストをかけず、簡易なリーフレットと健

診のついでを強調することで、職域での肝炎ウ
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イルス検査を飛躍的に向上させるだけでなく、

レセプトを用いた効率的なfollow upシステム

が確立され、全国に水平展開予定である。 

2. 院内非専門医介入班 

医療安全講習会等でHCV最新治療やHBV再活

性化についてアンケートを行った。（下図） 

 
予備検討では HBV 再活性化について、「全然

知らなかった～少ししか知らなかった」は外科

系で 50％、内科系で 33％．また、HCV 新規治

療について、「全然知らなかった～少ししか知

らなかった」は外科系で 83％、内科系で 38％

であり、外科系とその他の診療科（内科系以外）

ではウイルス肝炎についての認知度が低いこ

とが分かった．非専門医が専門医に紹介しづら

い要因として「口頭で指示している」「原病が

重篤である」「既に専門医にかかっている」

「患者さんが希望しない」「これまで知識・関

心がなかった」などの回答が得られ、非専門医

での肝炎ウイルスに対する認識度の低さが紹

介を妨げる一要因になっているかもしれず拠

点病院 10 施設で同様なアンケートを行った。

（約 1,400 名、医師数約 400 名） 

 

 
 

同様に内科以外では肝炎に対する認識度の

低下が明らかとなった。更に紹介しずらい要因

として「既に専門医（かかりつけ医）にかかっ

ている」「口頭で指示している」等が上位を占

めた。 

一方、電子カルテを用いた受診勧奨システム

はもっとも占有率が高い A 社でレベルアップ

時に順次、無償で導入されており（約 200 施設）、

中小規模の病院で占有率が高い F 社にも働き

かけ導入開始となった。医師がアラートシステ

ムを認知している非専門医でも 45%、専門医で

は 67%と高く今後も導入する施設は広がって

いくと思われる。 

 

 
 



 
 

－4－ 
 

A 社では来年度、新しい再活性化予防システム

が無料で使用可能となり、併せて産業医に意見

書修正依頼に対応できるような両立支援作成

支援ツールの検討も開始した。 

3. 院外非専門医介入班 

A県 N市にて、非専門医にinterviewを行い、

簡便な診療情報提供書の必要性が抽出され、地

域連携室より配布、同時期に比べて約 1.5 倍紹

介数が上昇することが確認され、更に簡便化し

て水平展開を検討している。 

 

また拠点病院からも連携施設に肝疾患紹介に

関するアンケート調査を行ったところ（回収率

12%）、内科系・外科系とも「必ず紹介」「場合

によって紹介」が約 90％を占める一方で。「絶

対に紹介しない」との回答は外科で有意に多か

った。また約 60％の医師が肝疾患以外を自施

設での継続 follow up を希望していた。 

 

 更にB県眼科医会450名にもアンケート調査

を行ったところ（回収率 18%）、術前に肝炎ウ

イルス検査を行う施設で陽性結果を「必ず伝え

る」は 65%、陰性結果では 14％に留まっており、 

特に陰性結果を伝えられない医師は、肝炎の最

新知識の認知度有無に関わらず、紹介しないこ

とが明らかになった。その一方、陽性であって

も陰性であっても検査結果を告知していても、

紹介しずらい要因は「紹介元（かかりつけ医）」

の存在であった。 

 

4. 自治体 follow up 調査班 

 協力が得られたで都道府県follow up事業の

現状調査を行った。B県では陽性者 500 人に対

して follow up 事業同意者は約 100 人、その

50%g が s 指定医療機関に受診してるものの、

全体の陽性者の 12%程度しか把握できておら

ず、陽性者が多い市町程、同意数が低値であっ

た。 
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同意数を挙げるためには、問診時に同意を取る

ことが最も効率的であり、陽性時になった時に

行うと検査医の制度理解度、自治体から文章に

よる多量の説明分が配布、陽性結果から時間が

経過していることなどにより陽性率が低下し、

受診確認できない陽性者が増えることになる。 

 

follow up を自治体、医師会、専門医で連携し

ている県でも、受診確認率は 5～60%でありま

ずは陽性者が把握できるように同意を取り、約

半数を受診も導かすことが重要である 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

 分担員 35 名中 2 名しか職業を聞く習慣がな

く、職業問診への意識改革・両立支援の必要性

を把握するため職業調査を行った。 

14 施設(20%)で調査を開始しており、3～6

か月間かけてアンケートを行い、回収する。 

先行研究施設であるS病院400名のアンケート

結果では、有職：無職の比率は約 2:1 であり、

60歳以上264名(66%)の有職率は62％と半数以

上の患者さんが就労を継続していた。その一方

で両立支援介入の target となる有職者の担癌

症例は 19 例(5%)しか存在せず、1 名を除き 60

歳以上であった。更に 16 名は農業・自営業で

あり、仕事継続と治療の平行は、現状では困難

な症例であった。 

 
同様に SA 大学でも職業調査を行い肝がん患者

さんの就労状況を確認したところ、産業医が 

存在しない事業所が多かった。 

 
一方職業調査を開始した班員に、再度就労に

ついて調査を行ったところ、「聞いている」と

いう回答は 13 例(45%)と有意に上昇し、「殆ど

聞いていない、聞いていない」は 2名(7%)に留

り、拠点病院医師の意識改革が確認された。

（下図） 

 
  

上記に内容から、肝がんに対し両立・就労支

援を行うために、産業医との連携が必須であり 

2 病院がモデルとなり産業保健総合支援セン

ター、労働局、労災病院との連携を開始した。 
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D. 考察 
1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル班 
職域肝炎ウイルス検査の受検促進を行うた
めにまずは受検率調査を行ったが、以前の報告
と変わらず低値であった。また立道分担員から
の報告では、協会けんぽの肝炎ウイルス検査受
検率(40 歳以上)は HBV0.25%,HCV0.2%に対し、
組合健保は HBV0.96%、HCV0.58%と有意を持っ
て協会けんぽが低率であった。更に竹下分担員
の報告では、陽性率も協会けんぽの方が高いこ
とを示唆しており、我が国で加入者が最も多く、
また 612 円で受検できることもあり、まずは協
会けんぽで肝炎ウイルス検診を促進すべきで
ある。 
612 円を当日支払う形であっても、簡易リー
フレットによる個別勧奨、施設型の健診医療機
関であれ 30%以上が検診することが可能であ
り、自治体や拠点病院が一体となり、協会けん
ぽ各支部と連携をとることが自由である。一方
で、保険者は、高額な治療費を心配することを
心配されるが、肝がんは初期の肝がんでも 5
年生存率が 75%で根治が難しいがんであるこ
と、がんになると再発を繰り返すため、働けな
いではなく医療費が抗ウイルス剤よりかかる
可能性があることを交渉する際に説明した方
が良い。（下図） 

 

また総健診者が多い医療機関、特に検診車や

会場検診であれば、612 円を当日支払うことは

困難であり、現在水平展開中の１支部で、事前

受付をしてその受検率は確認中である。 

勿論 612 円が補助されると、受検率は 80%以

上となり、数年間で職域の肝炎ウイルス検査は

終了できる可能性はあり、今後の職域での肝炎

ウイルス陽性者数を把握しなければ行けない

と考える。 

2. 院内非専門医介入班 

電子カルテアラートシステムが先行研究に

より各ベンダーが開発、レベルアップ時に特別

な費用もなく導入可能となっている一方で、ア

ラートに反応しない医師も存在する。その一要

因として、内科以外医師の非認識が明らかにな

った。これまでは各施設では感染予防として肝

炎を捉えていたが、今後は治る時代となり専門

医に紹介しなければいけない疾患であること

を強調しないといけないと考えられる。 

また拠点病院は大学病院等が多く含まれる

ため担がん症例、重篤な疾患では紹介しずらく、

またアラートにより非専門医が HCVRNA 等を検

査し、「検出しない」であれば紹介しない場合

も増加しており、紹介数（率）で判断せず、絶

対に紹介しなければ行けない症例を抽出して

いくべきである。（これまでの検討では、

HCVRNA 陰性率は 40～50%で、HCV 抗体陽性例の

多くが紹介対象外である） 

 また「口頭で紹介」「かかりつけ医がいる」

の問題解決も重要で、文章で説明すること、紹

介状を記載すること、専門医情報がすぐさまわ

かるようにすることが、今後の課題である。 

3. 院外非専門医介入班 

院外非専門医には多くの肝炎ウイルス陽性

者が存在すると推測されるが、アンケート調査

では、紹介することを拒んでいない。要望に応

えて簡便な診療情報提供書を作成・配布するこ

とで、紹介される数は 1.5 倍増加している一方

で、診療情報提供書を使用せず、紹介する非専

門医が殆どであり、啓発的な意味が強い可能性

がある。また、別のアンケ―トでは、紹介する

タイミングは肝炎ウイルス陽性だけでは 50%
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に留まっており、非専門医から紹介して貰うに

は、最新知識以外の対策も重要である。 

 
 すでに肝炎ウイルス検査結果を正しく説明

するように通知がでても、眼科では陽性説明は

65%、陰性にいたっては 14%と相変わらず低値

であり、陰性結果を伝えない医師ほど紹介しな

いという結果は、当たり前ではあるが、電子カ

ルテアラートは大きな病院にはなく、陽性・陰

性結果を伝えるように医師会・他科学会を通し

て通達しなければならないと考えられた。 

4. 自治体 follow up 調査班 

先進的に取り組みが行われている体制でも

陽性者の受診状況は 50～60%でその把握は難

しい。また、フォローアップ事業が開始されて

も、自治体から陽性者に調査票を送るだけでは、

陽性者受診把握率は 30%程度に留まる。更に B

県の様に同意率にばらつきが多く、10%未満の

市も存在した。それらの地域では「対象者＝同

意者がいない」との意見があったり「検査委託

医療機関医師が事業を説明し、陽性者が同意書

を自治体に返信」するパターンで、同意書の返

信がなければ自治体肝炎対策部署は受診確認

が不可能である。 

好事例では、陽性者に口頭で医師が説明し、

専門医療機関の受診先を記載するパターンで

あり、まずは同意を問診時にとること（検査前

に）が重要で、検査医師の説明が不十分であっ

ても、自治体から勧奨可能となる 

本件は来年度から要綱が変更となったが、自

治体が follow up する陽性者も増えるため、検

査医師が陽性の場合、必ず専門医へ受診させる

ことが、今後の課題である。 

 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル班 

肝臓専門医は、患者さんの職業について聞く

ことが少ないことが明らかになった。この原因

として、肝硬変・肝がん患者さんの多くが高齢

者で、「働いていない」という先入観、また「治

療が優先」という考えによることが原因と推察

しており、調査を行うことで、一定の効果を得

た。 

有職肝がん症例は 5％程度で第一次産業・自

営業が多く含まれ、「両立支援プラン」の作成

には適さないと考える。職業を問診する機会は

増えることによって、「診断当初からの相談」

を行うことで、患者さんの不安を取り除く事が

可能である。 

肝疾患連携拠点病には、肝疾患相談・支援セ

ンターが設置されており、相談員、また自治体

より認定された肝炎医療コーディネーター

(Co)により、肝疾患患者さんを受診・受療へと

調整している。Co は看護師だけでなく、薬剤

師、MSW、栄養士、検査技師等の多職種で構成

されており、肝疾患をモデルケースとして、受

身ではなく、積極的に対象症例を「アウトリー

チ」することが必須であり、今後モデル施設で

は入院決定時の Co による面談、入院中から退

院にかけての今後の治療と就労面を話し会う

ことから開始する。 

 
E. 結論 
1. 職域肝炎ウイルス陽性者 follow up モデル 
  ⇒現時点でも職域肝炎ウイルス検査率を低
値であることを明らかにし、協会けんぽでの肝
炎ウイルス検査～follow up システムを開発し 
水平展開した。 
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2. 院内非専門医介入 

⇒アラートに反応しない医師の特徴の一つに 

内科系以外医師の肝炎ウイルスに対する非認

識が明らかになる一方で、紹介できない陽性

者・HCVRNA 陰性者も多く、今後は紹介基準も

考慮する。 

3. 院外非専門医介入 

⇒簡便な診療情報提供書により肝炎ウイルス

紹介者が増加するも、雛形を使わない非専門医

が殆どであり啓発的効果が強く、文章類の配布

に限界がある。肝炎ウイルス結果告知は未だ不

十分であり、陰性結果まで伝える介入案が望ま

れる。 

4. 自治体 follow up 調査 

⇒多くの自治体でfollow up事業が開始されて

いるが同意そのものが取得されていない現状

があり、同意書の要綱改正となった。これまの

で通知にともない、検査医が陽性者に正しく説

明し、専門医へ紹介することが課題である。 

5. 職域肝炎ウイルス陽性者両立支援モデル 

⇒肝臓専門医が職業を聴取する習慣がなく、職 

業調査をすることで、両立支援に対して意識改 

革を行った。その一方で、肝がん患者は有職者 

の 5%程度、多くは 50 未満の事業所、また第一 

産業や自営業であり、両立支援連携には産業医 

を含む産業衛生の専門（労働局、産業保健総合 

支援センター、労災病院等）との連携が不可欠 

である。 
 
F. 健康危険情報 
なし 
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